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１．はじめに

　産業クラスター（industrial cluster, industrial district or regional cluster）

概念は，Porter（1998）以降，広く知られるようになったといわれる（石倉・

藤田・前田・金井・山﨑，2003）。また，経済産業省が2001年から推進してき

た「産業クラスター計画」および同じく2001年から文部科学省が実施してきた

「知的クラスター創成事業」によって，産業クラスターの概念は官界，産業界

などの実務家の関心を惹きつけており，この概念は一般的に認知されるように

なったといえる。

　もっとも，産業クラスター計画および知的クラスター創成事業の経済的成果

に関しては，厳密な検証は行われておらず，また政権交代によって，産業クラ

スター計画，知的クラスター創成事業ともに，活動が低調になっている観があ

る。しかし，いま述べたような政治的な問題はあるものの，産業クラスターの

概念自体は，実務的には興味深くかつ意義深いものである。とくに，日本経済

の長期的停滞打開という課題に関連して，新規事業創造の方法のひとつとし

て，産業クラスターは大きな意義を持つ。

　他方，より理論的な見地からすると，産業クラスターは未開の研究テーマで
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ある。とくに経営学の観点からすると，Porter（1998）以降とくに研究の深化

があったとは言い難く，概念的・理論的な整理が不足したままに，断片的で事

例紹介的な研究蓄積があるにすぎない。以上のような問題意識に立ち，本稿で

は，産業クラスターに関する最近の研究動向を整理するとともに，今後の研究

課題を試論的にまとめることを目的としている。

２．産業クラスター概念について

　ここではまず，産業クラスターの概念自体について検討しておきたい。なお

以下では，とくにことわりのない限り，「クラスター」は「産業クラスター」

を意味する。

　産業クラスターの概念は，経済地理学における産業集積（industrial agglom-

eration）概念を発展させたもので，その概念の起源は経済学者Marshall（1910，

初版1890）に見られるとされる（Krugman, 1991）。Porter は，産業クラスター

概念を「ある特定の分野に属し，相互に関連した，企業と機関からなる地理的

に近接した集団」（1998: 訳書 70）と定義している。彼の定義では，いわゆる

「同業他社」だけでなく，製品・サービス生産のプロセスに関与する供給業者・

関連企業，金融機関，研究機関，大学なども，クラスターを構成する主体とみ

なしている。

　Porter の定義は，クラスター関連の書籍，論文などで頻繁に言及される⑴有

力なパラダイムであり，本稿でもしばしば言及することになる。しかし，彼の

提示した概念と概念体系には曖昧な点がいくつかある。そこで以下では，Por-

ter の概念体系を出発点としつつ，クラスター概念について検討を加えていき

たい。

─────────────────
⑴　本稿に掲げた参考文献で，書名あるいは論文名に「産業クラスター」（industrial cluster, indus-

trial district or regional cluster）の用語があるものは，ほとんどすべて Porter（1998）に言及し
ている。
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⑴　クラスターの距離と範囲

　クラスターとは，Porter の定義にもあるとおり「地理的に近接した」企業

の集合体である。ただし「地理的に近接した」とは，どの程度の距離・範囲を

意味するのかは明らかではない。この点について Porter は，クラスターは「一

都市の小さなものから，国全体あるいは隣接数カ国のネットワークにまで及ぶ

場合がある」（1998: 訳書 70）と述べており，曖昧な定義しか与えていない。

　話は前後するが，ICT（情報通信技術）の発達により，経済や企業経営にお

いて地理的条件は無意味になったという見方もできる。たしかに，さまざまな

製品・サービスの供給体制（サプライ・チェーン）が，ICT を介して世界的

に張り巡らされている点をみれば，地理的条件は無意味に思われるかもしれな

い。

　しかし産業クラスターの理論的および実践的含意は，そうした見方とは反対

に，現代においてもなお地理的条件が重要な意味を持つ点にある。それゆえに，

基礎的な地理的条件である距離と範囲について，より明確にしておく必要があ

る。

　Porter は，さきに言及したとおり，クラスターの範囲について曖昧な定義

をしているが，別の箇所では，欧州における国際的なクラスターを捉える目安

として「物理的な距離が200マイル（約320km）以下」（Porter, 1998: 訳書

114）という数字を示している⑵。またクラスターに関する先駆的事例研究と

して著名な Saxenian（1994）では，米国 Boston 近郊のルート128近辺の企業

群と Silicon Valley のクラスターを取り上げているが，両者とも，東西南北の

直線距離は100km 未満である。

　以上のような点を総合的に考慮すると，その地域の交通手段の整備状況を前

─────────────────
⑵　ただし Porter はここで，物理的距離だけでなく言語の共通性もクラスター形成要因として指摘

している。こうした「言語の共通性」は，後で検討するとおり，クラスターにおける知識移転，組
織能力形成などとも関連する重要な点である。
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提として，日帰りの往復が可能でかつ３時間程度の会合を精神的，肉体的に無

理なく行える距離が，クラスターの範囲としては最大値といえよう⑶。このよ

うに理解すれば，Porter が欧州の事情を念頭において200マイルという数字を

示した点とも整合的である。またいうまでもなく，交通網が未整備な地域では，

この距離はずっと短くなる。なお，ここで議論した距離・範囲は，⑵で紹介す

るPorterモデルのうち，要素条件，関連企業・支援組織と競争環境（同業他社）

の距離と範囲である。

⑵　クラスターの競争優位性を規定する要因

　これについても，Porter（1998）のモデルが有力な概念枠組みになっている

（石倉他，2003；加藤，2009；藤田・山下・亀山，2009；二神 2008；Tallman, 

Jenkins, Henry, & Pinch, 2004；Alberti, Sciasci, Tripodi, & Visconti, 2008）。

彼のモデルでは，１）要素（投入資源）条件，２）関連企業・支援組織，３）

競争環境，４）需要条件，という４つの要因が，クラスターの競争優位性を規

定するとしている⑷。

　１）要素（投入資源）条件

　これは，天然資源，人的資源，資本，社会的インフラストラクチャーなど，

経営資源を獲得するのに有利な条件が揃っているほど，クラスターの競争優位

性が高くなることを意味する。ここで注目すべき点は，クラスター概念の先駆

者である Marshall（1910），Krugman（1991）などの経済学者達も，天然資源，

資本などの経営資源よりも，特殊な技能を有する人材（人的資源）の重要性を

重視してきた点である。この点も，後で検討するクラスターにおける知識移
─────────────────
⑶　「車や電車で１～２時間で移動できる距離」がクラスターの範囲であるという指摘もある（石倉

他，2003: 152）。
⑷　以下の Porter モデルに関する説明は，とくにことわりのない限り，Porter（1998: 訳書 80－86）

の記述による。
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転・創造，組織能力形成などと密接に関連している。

　２）関連企業・支援組織

　製品・サービスが最終消費者に届けられるまでには，いくつかの生産プロセ

ス・段階が存在する。そのプロセスをすべて自社内でまかなうなら，関連企業

は必要ない。しかし実際には，企業・組織は，原材料や部品の提供，生産プロ

セスの一部委託など，生産プロセスにおける多くの局面で，他の企業・組織と

関わりを持ちながら存続している。それゆえに，クラスターが競争優位性を持

つか否かは，最終製品・サービスを生産する企業・組織だけで決まるのではな

く，それを支える関連企業の競争力に依存している。

　３）競争環境

　これは，クラスター内の企業間に適度な競争が存在することを意味する。こ

の場合，単なる低コストを競うのではなく，クラスター全体での低コストさら

には差別化が重要であるとされる。また，税制，規制緩和など，地域の経済政

策などもここに含まれる（Porter, 1998: 訳書 84）。

　４）需要条件

　この点は，Marshall（1910: 269）もすでに指摘していた点であり，クラスター

の内部あるいは近隣に，クラスター企業にとって十分な量のしかも知識や経験

を持った消費者・ユーザーが存在することが，競争力あるクラスター形成に

とって重要であるという。経営における知識あるいは情報の重要性という観点

からすると，知識や経験を持った消費者・ユーザーは，企業の製品開発に必要

とされる貴重な情報を提供する供給源とみなせる。それゆえに，こうした情報

源を持つことが，競争優位性構築に有利に作用すると考えられる。ただし，交

通・輸送・通信手段が発達した現在，市場は必ずしもクラスターのすぐ近隣に
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存在する必要性は薄れているといえよう。

３．クラスター研究の鍵概念

　前節でごく簡単に検討したとおり，産業クラスターの概念は元来，経済学（経

済地理学）のものである。そこで本節では，産業クラスターを捉えるより経営

学・組織論的視点を，先行研究を参照しつつ抽出していきたい。

⑴　産業クラスターとネットワーク

　クラスターを単なる企業あるいは工場の集積とみるのではなく，組織間の

ネットワークとみなす視点は，すぐれて経営学・組織論的なものである。そこ

で，ネットワークの視点から産業クラスターを研究したものが多く存在する

（Walker, Kogut & Shan, 1997；Bell, 2005；Capasso, Dagnino, & Lanza, 2005；

Inkpen & Tsang, 2005；Cowan & Jonard, 2009；Whittington, Owen-Smith & 

Powell, 2009）。

　それらのなかで，Whittington et al.（2009）は，クラスターとネットワーク

概念を対比しつつ概念化している。彼らは，企業の研究開発・イノベーション

と地理的条件（立地）に関しては，大きく２つの見方が対立しているとする。

ひとつは，ネットワーク論的な視点から，立地よりもネットワークにおける位

置（中心性など）や関連性とそれにともなう情報や知識の流れを重視するもの

である。いまひとつは，経済学的産業集積論の系譜をひき，地理的な近接性・

立地を重視するものである。彼らの研究では，これら２つの見方を統合して，

地理的な近接性とネットワークにおける位置，具体的にはネットワーク中心

性⑸（centrality）などの要因が，相互に作用しながら企業の業績に影響を与

えることを，米国のバイオテクノロジー業界からのデータで定量的に確認して
─────────────────
⑸　ネットワーク中心性とは，ある行為主体がネットワーク内で持つ結合関係の多さを示す概念・指

標である（若林，2009: 249）。
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いる。

　こうした研究成果は，クラスターを概念的に体系化する際には，ネットワー

ク概念が有効であることを示唆している。すなわち，企業や組織が互いに地理

的に近接していても，それらの組織間において，実際の経営活動上関係がない

ならば，地理的に近接していることは何も意味がないであろう。そもそも産業

集積の概念からして，情報流通などの面で企業間の関係性が想定されている

（Krugman, 1991）点を勘案すると，クラスターを概念的に整理し実践的な政

策を提案するには，クラスター内の企業・組織間の関係性をネットワーク概念

とネットワーク分析の手法で捉える必要がある。

　ただし既存研究では，地理的近接性あるいは立地とネットワーク中心性とク

ラスターの成果の関連については，一貫した結果は報告されていない。Whit-

tington et al.（2009）では，国際的なネットワーク中心性が高い企業群の場合，

クラスター内の距離が近くなるほど革新性（特許数）が低くなると報告してい

る。他方，Bell（2005）では，クラスター内に立地することとネットワーク中

心性との間に Whittington et al.（2009）のような交互作用（interaction）は確

認されておらず，立地とネットワーク中心性は独立して企業の革新性に正の影

響を及ぼすと報告している。

　これら２つの研究は，前者が米国内のバイオ産業クラスター（San Fran-

cisco Bay area, Boston など）を対象としているのに対して，後者はカナダ

Toronto の金融サービス業を対象としており，国，業界ともに異なる。クラス

ターとは，まさに地理的な概念であるため，地域特性も十分に加味する必要が

あり，また業界特性も考慮する必要がある。この点は，理論的にも実務的にも，

クラスターを考察する時に不可欠な視点であろう。

⑵　知識移転とクラスター

　知識⑹の「移転」あるいは「創造」の観点から経営現象を捉える知識マネジ
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メントは，1990年代以降，経営学におけるひとつの大きな潮流あるいはパラダ

イムになっている（Nonaka, & Takeuchi, 1995；Von Krogh, Ichijo & Nonaka, 

2000）。経済学的産業集積論でも，技能労働者市場の形成と並んで「情報の流通」

が産業集積のメリットとして論じられてきた（Marshall, 1910；Krugman, 

1991）。こうした点を考慮すると，クラスターを知識の観点から把握すること

は，理論的な発展系譜からしてごく自然な流れである。

　知識マネジメントに関しては，知識の「移転」あるいは「流通」（Gupta & 

Govindarajan, 1991）よりも，その「創造」に力点が置かれるようになっている。

しかし，クラスターという企業・組織の集合体を考えた場合，知識創造の前段

階である知識の移転あるいは流通も，企業内ほど円滑に行われるとは考えにく

い。それゆえに，クラスター研究では，知識の移転・流通も検討に値するテー

マである。

　Inkpen & Tsang（2005）は，戦略的提携，リサーチ・コンソーシアムなど

との対比で産業クラスターを知識移転のネットワークの一類型（typology）と

定式化している。彼らは，ネットワーク内での役割，権限などが明確化されて

いる程度を指して「構造化」（structured）という用語を使用して概念図を描

いており，それによれば，クラスターはもっとも「構造化されていない（非構

造的）」（unstructured）とみなされている。

　また彼らは，「ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）」（social capital）

の概念を使用して，ネットワーク間の知識移転を説明している。ソーシャル・

キャピタルにはさまざまな概念規定があるが，それらに共通して見られる要因

としては，個人間あるいは企業・組織間の安定的な関係が，一種の資本あるい

は経営資源のような機能を果たし，そうした関係を持つことが個人あるいは企

業・組織に有利に作用するということを意味する（Inkpen & Tsang, 2005: 
─────────────────
⑹　ここでは，知識に情報，技術なども含めて考える。だだし，技能・ノウハウについては，知識と

は別の概念として捉える。



109産業クラスター研究の動向と課題

109

150；若林，2009: 21）。個人レベルにおける人脈，企業の系列取引，安定株主

などを想起すれば理解しやすい。

　Inkpen & Tsang（2005）は，ソーシャル・キャピタルを，１）ネットワー

クの結合方法，２）ネットワークの形態（configuration），３）ネットワーク

の安定性という３つの「構造的次元」と，１）目的の共有，２）文化という２

つの「認知的次元」および「信頼関係」（trust）という３次元で図式化している。

そして，これらの次元に即して，クラスター内で知識移転が促進される条件を

概念的に整理している（表１参照）。

　ここで，注目すべき点は，前項で検討したネットワーク概念とソーシャル・

キャピタル概念は，不可分に結びついており，両者を区別することはほとんど

無意味だという点である。また，ネットワーク概念と同様に，ソーシャル・キャ

ピタル概念からしても，単に企業・組織が近接しているだけではクラスターの

実質的効果は期待できず，クラスター内部で知識移転や情報交換が行われてい

なければ，クラスターとしての競争優位性は生まれてこない。この点は，Sax-

enian（1994）が米国 Silicon Valley の隆盛を説明する際にも強調している点で

ある。

　こうしたソーシャル・キャピタルに対する肯定的な見方に対して，Molina-

表１　知識移転を促進するクラスターのソーシャル・キャピタル

結合方法 他企業・組織に近接していること

ネットワークの形態 弱い結合，クラスター外との多様な関係性構築

ネットワークの安定性 個人間の関係の安定性

目的の共有 協働による共通目的形成

文　化 非公式の規範と規則による知識の交換

信頼関係 人間関係に埋め込まれたビジネス上の取引

出所 ：Inkpen, A. C. & Tsang, E. W. K. 2005. Social capital, networks, and knowl-
edge transfer. Academy of Management Review, 30: 155を修正。
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Morales & Martínez-Fernández（2009）は若干異なる見解を示している。彼

らは，スペインの多様な業種に属する中小企業から収集したデータを分析した

結果，人的交流の多さでとらえたソーシャル・キャピタルの豊富さが，企業の

イノベーションに及ぼす影響は「逆 U 字型」だとしている。すなわち，ある

レベルまではソーシャル・キャピタルは企業業績に正の影響を与えるが，一定

限度を超えるとむしろ負の影響をもたらすということである。

　前項でも言及したとおり，産業クラスターは「地域特性」と「産業特性」と

いう２つの要因が大きく影響する。これらの要因・変数は，経済地理学を除い

ては，従来の社会科学ではせいぜい分析の際のコントロール変数あるいはモデ

レータ変数として扱われるに過ぎなかった。とくに「地域特性」は，国際比較

分析の際に，「国籍」あるいは「国の文化」として分析に明示的に取り入れら

れることはあっても，国内における地域特性が考慮されることはほとんどな

かった。

　しかし，産業クラスターは地理的な条件を重視する概念であり，地域特性を

考慮する必要がある。以上のような理由で，地域特性と産業特性を考慮すると，

Molina-Morales & Martínez-Fernández（2009）の研究成果は，ソーシャル・

キャピタルとクラスターの競争優位性を考える貴重な視点を提供しているが，

実証結果の外部妥当性については，慎重に扱う必要がある。

⑶　知識創造とクラスター

　すでに言及したとおり，現在の経営学においては，知識創造がより重要な

テーマになっている（Nonaka, & Takeuchi, 1995；Von Krogh, Ichijo & Nonaka, 

2000）。前項で検討した知識移転の問題も，知識がクラスター内で移転・流通

すること自体が目的ではなく，移転・流通した知識が知識創造あるいはイノ

ベーションに結びつくようにすることが目的であるといえる。

　知識創造の観点からクラスターを概念化した研究はいくつか存在するが
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（Tallman, Jenkins, Henry & Pinch, 2004；Arikan, 2009），そのなかで Arikan

（2009）はより包括的な概念体系を提示している。その概要が図１である。

　この概念図では，「クラスター内の企業間で知識の移転・交換の機会を増加

させる要因」「クラスターにおける知識移転促進要因」および「知識移転が知

識創造に結びつく要因」という大きく分けて３つのカテゴリーに分類される要

因が提示されている。ここでは逐一これらの要因間の関連性について説明しな

いが，「製品のモジュール化の程度」と「汎用技術に依存する程度」について

だけ説明しておきたい。

　モジュール化の程度が低い製品（日本では「インテグラル型製品」と呼ばれ

ることが多い）は，生産においていわゆる「擦り合わせ」（藤本，2003）を必

要とする。そのために，知識や情報の交換が必要とされるのである。

　汎用技術に依存する程度とは，具体的には半導体技術などが該当する。半導

体技術は，ICT 企業だけでなく，電機製品，自動車など，多くの製品に応用

)

図１　クラスターの知識創造に関する概念図
出所 ：Arikan, A. T. 2009. Interfirm knowledge exchanges and the knowledge creation capability of 

clusters. Academy of Management Review, 34: 661を修正。
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される。それゆえに，多様な用途・製品開発の可能性があるため，知識の交換

を積極的に行い，新製品・サービス開発に生かすというインセンティブが働く

という。他方，ワイン製造，家具製造のように特定製品を生産するクラスター

は，汎用技術に依存するクラスターほどには新製品開発の選択肢が多くないの

で，知識や情報を交換する必要性に乏しいという（Arikan, 2009: 666）。

　Arikan（2009）のモデルは，モジュール化の程度など，産業特性を加味し

ており，クラスターを概念的に体系化するには，優れたモデルといえよう。ま

た，これまで検討してきたネットワークおよびソーシャル・キャピタルの要因

を付加すれば，より包括的なモデルになると考えられる。

⑷　組織能力とクラスター

　知識創造論とも関連が深いが，経営戦略論においては，ポジショニング学派

的な見方と並んで資源ベース論（Resource Based View）的な見方が定着して

いる（Barney, 2002；藤田 2007）。資源ベース論の基本的命題は，「企業・組

織が保有する経営資源と組織能力が，競争優位性の重要な源泉である」という

ものである。⑵で検討したソーシャル・キャピタルも，一種の無形の経営資源

とみなすことができる。

　資源ベース論では，経営資源にすべての要素を含めて考える論者（たとえば

Barney など）と，経営資源と組織能力を区別する論者がいる（Christensen, 

1996など）。この点に関する議論の詳細は藤田（2007: 62－65）に譲るとして，

本稿では経営資源と組織能力を別の概念と理解し，組織能力は「経営資源を蓄

積，統合，活用し，製品・サービスを生み出す力」と定義する。

　前項で検討した Arikan（2009）も“knowledge creation capability”という

用語を使用しており，組織能力を意識した議論を展開している。また，いくど

と言及している Porter（1998）でも，企業の組織能力向上がクラスターの競

争力向上に寄与するという見解を示している。とくに，先に示した４つの要因
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との関連でいえば，「競争環境」と「需要条件」によって，企業の組織能力（競

争力）が高まるとしている（Porter, 1998: 訳書 84－85）。

　伝統的な産業集積では，石炭，水，銅，鉄鉱石，石油などの天然資源の存在

が産業集積（クラスター）の競争力を決定的に左右していた。しかし，知識資

本主義などという言葉があるように，現在では経済・経営において天然資源の

重要性は，レアメタルなどの例外を除いて，相対的に低下している。代わりに

重要性を増しているのが，情報，知識，技能，ノウハウなどである。

　情報，知識，ノウハウ，技能などの重要性は，経済学者である Marshall も

古くから指摘していたことはすでに言及したが，ここで改めてこの点を確認し

ておきたい。クラスターの成功例として最も有名な米国 Silicon Valley を想起

すれば，この点はより理解しやすい。現在 Silicon Valley と呼ばれる地域は，

広大で温暖な土地があったこと以外には，産業を興すためにとくに有利な自然

環境が揃っていたわけではない。むしろ，政府の研究機関誘致により知識・情

報の拠点となったことが，その後数多くのベンチャー企業誕生に影響を及ぼし

たとされる（Saxenian, 1994）。

　なお本稿では，前項まで検討してきた「知識」と「組織能力」も概念的に区

別する立場にある。この点については藤田（2007: 276－279）で詳細に述べて

いるので，要点だけをここで説明したい。

　組織能力と知識の異同を理解するには，いわゆる「暗黙知」をどのように理

解するかが鍵となる。一般に日本では「暗黙知」という言い方がされ，英語で

も“tacit knowledge”という用語が使用されるが，これはミスリーディング

である。この概念は Polanyi が提起したといわれるが，彼は“tacit knowing”

という表現を多用しており，“tacit knowledge”という用語はほとんど使用し

ていない。

　このことは，Polanyiが“tacit knowing”という用語で論じている要点は，「言

い表すことができない（難しい）が，獲得された知識」ではなく，「知ること」
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「知ることの仕組み」あるいは「形式知を支える知的活動」であることを意味

する。こうした点を踏まえると，いわゆる「形式知」の対概念として暗黙知を

理解することは不適切であり，２つの知識は次元が異なると理解すべきであ

る。さらにいえば，暗黙知を「知識」という概念で捉えることに違和感があり，

スキル，ノウハウ，技能，コツなどと呼ばれる身体性を有する能力と理解すべ

きである。

　以上のように暗黙知について整理すると，形式知である知識と暗黙知・スキ

ル・技能の総体が組織能力であると定式化することが可能である。もちろん，

形式知的な知識も経営上重要であるが，暗黙知・スキル・技能はより重要であ

る。とくに，資源ベース論が提示する競争優位性をもたらす経営資源・組織能

力の条件である「模倣困難性」（Barney, 2002: 163－164）という観点からは，

組織能力のほうがよりその条件に合致する。

　また，産業クラスターの特徴である地理的近接性からすれば，暗黙知・スキ

ル・技能を含んだ組織能力が，より重要度を持つことになる。逆にいえば，暗

黙知・スキル・技能を必要とする程度が低い産業・製品は，クラスター形成が

競争優位性に及ぼす影響は弱く，暗黙知・スキル・技能を必要とする程度が高

い産業・製品ほど，クラスター形成が競争優位性に及ぼす影響が強いという命

題も導きうる。この点に関しては，ネットワーク分析的な知見で補完する必要

があろう。

⑸　その他のテーマと概念

　以下では，前項までに検討してきたテーマ・概念以外のものについて，簡単

に言及しておきたい。

　１）クラスターの形成要因

　産業集積は，天然資源の存在などを前提として「歴史的偶然」によって形成
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されるという見方があるという（Menzel, Henn & Fornahl, 2010: 2）。しかし

産業クラスターが注目されるようになった背景には，地域・国の競争優位性を

強化しようという政策的意図がある。とくに日本では，経済産業省，文部科学

省がクラスター計画を推進してきた事実が，そうした政策的意図を如実に表わ

している。

　石倉他（2003: 140－152）では，欧米の主要なクラスターが形成された要因

として，①地域特性（経営資源，地理的特性など），②核となる企業・研究機

関の存在，③主導的企業・組織あるいは個人の存在，を挙げている。また，

Sternberg（2010: 312－313）は，欧米の知識集約型クラスター形成要因として，

以下のようなものを列挙している。

①政府の積極的な関与

②政府の財政支出

③地域の技術政策

④地域に一定の市場（需要）が存在すること

⑤軍需

⑥地域の住環境の良さ（娯楽・余暇を含む）

⑦研究・教育面でのインフラストラクチャーの存在

⑧研究開発拠点の存在

⑨大企業の存在と技術志向のベンチャー企業を支援する風土

⑩起業活動の旺盛さ

⑪ベンチャー資本の存在

⑫主導者・主導機関の存在

⑬分権化，ネットワークの形成

　これら２つの研究をみると，「主導者・主導機関の存在」以外は，クラスター

形成要因について異なる要因が指摘されている。このように現時点では，「ど

のような要因がクラスター形成を可能にするか」に関しては見解の一致をみて
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いないのが現状である。

　そこで今後の課題としては，クラスター形成要因を帰納的に探索するとも

に，どのような要因・変数の組み合わせが有効なのかを論理的に検討すること

が，理論的にはもちろん，実践的にも重要な課題であろう。

　２）クラスターの組織的特徴

　３．の⑴で検討したとおり，クラスターはネットワーク概念と相性が良い。

しかし，必ずしもネットワーク概念だけでクラスターを捉えられないという見

解もある。

　Bell, Tracey & Heide（2009）は，企業・組織間における取引関係に注目し

つつ，階層的なクラスターも存在することを概念的に提示している。その際に

彼らは，「情報・知識の暗黙知の程度」に注目して，クラスターの組織的特徴

が決まるという命題を提示している。すなわち，クラスター間で取引される情

報・知識の暗黙知的性格が強いほど，「関係的（relational）なガバナンス・メ

カニズム」が機能するという。逆に，クラスター間で交換される情報・知識の

暗黙知的性格が弱いほど，階層的ガバナンス・メカニズムが有効であるとして

いる。

　また Bell et al. は，情報・知識の取引における取引特殊的投資（transaction 

specific investment）にも注目する。これは，取引に関連して必要とされる工

場，設備，人的資源などへの投資を意味する。こうした特殊的投資が増える程，

いわゆる「ロック・イン」（lock-in）の問題が生じる。そして，ロック・イン

の問題が大きい程，階層的なガバナンス・メカニズムに依存する程度が高くな

るという。

　こうした理論化は，取引コスト・アプローチを援用したものであり，際立っ

た斬新さはない。しかし，取引される情報・知識の暗黙知的性格に注目する点

は，これまで本稿で検討してきた内容からみて意義深いといえる。また，１）
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で紹介したクラスター形成要因のなかには，「政府の関与」「主導者・主導的機

関の存在」など，階層的な要因がある。こうした点を勘案すると，まったくフ

ラットな関係としてのネットワークではなく，ゆるやかな階層性をもった関係

性が，クラスターにとって有利に作用することも予想される。この点について

もより理論的かつ実証的な研究蓄積が必要である。

　以上紹介したものの他にも，欧州内のクラスターを対象とした研究（Karls-

son, Johansson & Stough, 2009），「 中 程 度 の レ ベ ル の 技 術 」（medium-

technology）を有する欧州の中小企業クラスターを対象とした研究（Cappellin 

& Wink, 2009），イタリアの４つのクラスターを扱った研究（Alberti, Sciasci, 

Tripodi, & Visconti, 2008），東南アジア諸国のクラスターを取り上げた研究

（Kuchiki, & Tsuji, 2010），日本，中国，台湾，韓国の半導体クラスターに関す

る研究（山﨑，2008）などがある。これらの研究は，クラスターに関する業界

特殊的あるいは地域特殊的情報を提供しているが，クラスター研究に有効な理

論的概念あるいは視点を提供しているとは言い難い。

４．産業概念と産業クラスター概念の再検討：マクロとミクロの連結

　ここでいまいちど，経済学における「産業」の概念と対比しつつ，産業クラ

スター概念について検討を加えておきたい。その際，産業クラスター論におけ

る，個別企業とクラスターの関連（マクロとミクロの連結）についても，言及

しておきたい。

　「産業」という言葉は，経済・経営関連の研究書，一般書籍，雑誌記事など

でも，何気なく使用される概念である。しかし，日常的に使用される概念であ

るからこそ，理論的な概念規定が曖昧なまま使用されているといえよう。

⑴　「産業」と「産業クラスター」

　経済学（産業組織論）においては，産業とは「共通の買い手に対し密接な代
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替関係にある商品を販売する企業グループ」と定義され，産業組織論は，分析

単位が経済全体の集計でもなく個別企業でもない点が特徴であるとされる（宮

沢，1975: 418）。こうした概念規定は，われわれの日常感覚とも一致しており，

また経済学の体系からみても有意義なものであろう。

　これに対して，２．で紹介した Porter の産業クラスター・モデルは，経済学

的概念を発展させたものであるが，経済学（産業組織論）における産業概念よ

りも広い。すなわち，１）企業が買い手の集合と対峙する「市場」，２）部品・

原材料供給業者など，３）地域の行政組織なども産業クラスター概念に含めて

いる。そうした意味で，産業クラスター概念は，経済学における産業概念を踏

襲しつつも，より広範な要因を包摂した概念である。

　しかし，いま述べたような相違点はあるが，経済学における産業概念におい

ても Porter のモデルにおいても，個別企業の捉え方が単純すぎる。すなわち，

経済学（産業組織論）では，「集合を構成する要素」として企業は捉えられて

おり，また Porter のモデルにおいては「単純な競争」しか，企業間の関連は

想定されていない。

　これに対して，経営学とくに組織論の観点からすれば，産業と個別企業とは

同等の比重を持つ概念あるいは実在である。とくに，３．で検討した諸研究の

視点からすると，産業クラスターとは，個別企業間に張り巡らされたさまざま

なネットワーク関係によって特徴づけられるものであり，単なる企業の集合あ

るいは企業間の競争では説明できない。この点が，繰り返しになるが，産業ク

ラスターを概念化する際の大きなポイントであり，Porter のモデルを含め，

従来のクラスター研究では十分に探求されてこなかった局面である。

⑵　産業と個別企業の関連：マクロとミクロの連結

　「産業クラスター」という用語が示すとおり，クラスター研究では企業の集

合体・グループとしての産業に理論の力点がある。しかし，前項でも言及した
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とおり，産業を構成する個別企業および企業間の関係にも注視するのが，経営

学的な視点である。こうした発想は，企業・組織を，その構成主体である個人

をも含めて概念化する経営学わけても組織論の基本的な理論構造と相似的であ

る。

　しかし，個別企業とクラスターの関係を体系化する概念枠組みは，前節で検

討したネットワーク以外には乏しいのが現状である。そうしたなかで，

Kozlowski & Klein（2000）は，“multilevel approach”という用語で，異なる

レベル（ここでは，産業と企業）を捉える概念枠組みを示している。彼らはま

ず，以下の３つの次元に注目して（Kozlowski & Klein, 2000: 65）概念化を図っ

ている。

　１） 下位レベルの要素（ここでは個別企業）の上位レベルの現象（ここでは

産業）への影響が同質的であるか異質であるか。

　２） 要素間の相互作用のプロセスが，安定的・統一的であるか不規則・非統

一的であるか。

　３） 上位レベルでの創発的現象が，線形的な「合計」あるいは「平均」で表

現されるか非線形的なパターンあるいは形態（configuration）として表

現されるか。

　以上の次元に沿って彼らが描く６類型（Kozlowski & Klein, 2000: 66－74）

を，産業クラスターに適用して表現すると，以下のようになる。

　１） 収束的（convergent）な関係：企業のクラスターへの影響が質・量とも

に同じで相互作用のパターンも安定的・統一的であり，クラスターは合

計あるいは平均で表現できる状態。

　２） プールされた制約のある（pooled constrained）関係：企業のクラスター
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への影響が質の面では同質であるが量の面で多少の差異がある状態。相

互作用のパターンも比較的安定的・統一的でクラスターは合計あるいは

平均で表現できる状態。

　３） プールされた制約のない関係：企業のクラスターへの影響が質の面では

同質であるが，量の面での差異が２）よりも大きい状態。相互作用のパ

ターンも比較的安定的・統一的であるが，２）よりは不規則である。た

だし，クラスターは合計あるいは平均で表現できる状態。

　４） ミニマムあるいはマキシマムな創発的関係：企業のクラスターへの影響

が質の面では同質であるが，量の面で大きな差異があり１社（１つの組

織）の成果が全体の業績を大きく決定する状態。相互作用のパターンも

不規則性が増し，クラスターは非線形的な形式で表現される状態。

　５） 分散（variance form）のある関係：企業のクラスターへの影響が質・

量ともにばらつきがあり相互作用のパターンも変動的で，クラスターは

非線形的な形式あるいは（統計上の）分散で表現される状態。

　６） パターン化された（patterned）関係：企業のクラスターへの影響が質・

量ともに差異があり相互作用のパターンも不規則で，クラスターは非線

形的なパターン，プロファイル，ネットワーク等の形式で表現される状

態。

　これらの６類型のうち，１）はほとんど存在しないか，存在するとしても，

ごく例外的なケースであり，現実のクラスターは２）～６）までの類型で基本的

に説明出来るであろう。Kozlowski & Klein の概念体系は，産業クラスターと

いうマクロ・レベルの現象と企業というミクロ・レベルの現象を，オペレー

ショナルに捉えるのに有効な概念図であり，今後のクラスター研究にも適用可

能である。前節までの諸概念に加えて，こうした概念を加味することで，より

正確かつ内容豊富な研究成果が生まれるであろう。とくに，ネットワークの概
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念や分析手法を使用することで，Kozlowski & Klein（2000）がいうパターン，

形態などが，より正確に把握出来るであろう。

５．むすび

　「理論的な貢献」ということについては，経営学界内でも合意が形成されて

いるとは言い難い。しかし，Corley & Gioia（2011）もいうように，現実の現象・

問題から発した（problem-driven）理論は，学界内だけでなく社会的にも有意

義な研究である。そうした点で，産業クラスター研究は，現実的・社会的には

極めて有意義なテーマである。とくに，少子高齢化，グローバル化という抗い

難い潮流のなかで，いかにして地域に産業と雇用を確保するかという問題意識

からすると，クラスター研究の意義は一層深いものになるといえよう。

　他方，より理論的な見地からすると，従来の経営学では，「産業」という要

因も「地理的条件（立地）」という要因も，全く度外視ではないにしろ，概し

て軽視されてきたといえる。産業の特性に関しては，コンティンジェンシー理

論において明示的に取り上げられたこともあるが，それ以降は研究上の主要な

変数として扱われることはなかった。

　理論の一般性・普遍性という基準からすれば，産業特性を越えた共通の概念

（変数）と概念（変数）間の関係を特定することが理論的には重要であること

は確かである。しかし，従来の経営学における概念・理論の発展は，産業特殊

的である可能性のある概念（変数）を，不注意に一般化して使用してきたきら

いがある⑺。この点は，いま一度，よく吟味する必要があり，地理的特性につ

いても，同様のことがいえる。

　いま述べた観点からすると，「産業（特性）」および「地理的特性」を明示的

に取り入れた理論構築と研究データ蓄積を図ることで，結果として帰納的によ

─────────────────
⑺　「モジュール」の概念は，最も典型的かつ研究者間に流布した概念であろう。
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り普遍的・一般的な概念（変数）と産業・地域特殊的な概念（変数）が識別さ

れるであろう。産業クラスター研究は，そうした側面で，経営学における知識

の体系化に貢献しうると考えられる。
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